
事業環境の変化に立ち向かう県内事業者を全力で支援
～コロナの先を見据えた“変革への挑戦” ～

令和４年度

青森県商工労働部地域産業課



＜経営支援グループ＞

○中小企業の経営相談・経営診断

○中小企業の総合支援

○自動車関連産業の振興
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≪経営支援グループのミッション≫

１．グループの目標

県内中⼩企業の事業活動に対する⽀援の充実・強化を図ること︕

２．グループの取組方針

①県内中⼩企業等のＤＸ推進よる生産性の向上
②県内中⼩企業等の事業再構築による経営基盤の強化
③県内中⼩企業等のものづくり産業の競争⼒強化
④県内中⼩企業等に対するワンストップサービスの充実に向けた連携

（総合的な経営⽀援の充実）
新型コロナウイルス感染症の感染拡大

令和2年度以降は、これまでの取組に加え、新型コロナウイルス感染症の影響
を受けている県内中⼩企業⽀援施策を切れ目なく実施
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（公財）２１あおもり産業総合⽀援センターと連携し、創業者及び中⼩企業者
の経営革新、新事業展開等の相談に対して、ビジネスプランの作成から事業
化・販路開拓まで⼀貫した⽀援を総合的に実施しました。

専門家派遣
⽀援

総合相談
窓口機能

中⼩企業の経営に関する総合相談窓口として、専門的知⾒等を
有するコーディネーターが無料で相談に応じています。
【令和３年度実績】 相談件数 ９,６８５件

中⼩企業診断⼠、税理⼠、デザイナー、ＩＴコーディネータな
どの経験豊富な⺠間の専門家を中⼩企業者に派遣し、必要なア
ドバイスを⾏います。
【令和３年度実績】 派遣企業数３１社（延べ８１日）

ーヒーを
提供する店舗の開設取引あっせん

⽀援
県内中⼩企業の取引を推進するため、あっせんや商談会を開催
しています。
【令和３年度実績】 あっせん紹介件数 ７５件

≪県内中小企業等に対するワンストップサービス≫

3



中⼩企業等経営強化法に基づき、中⼩企業者による新たな取組を⾏うために
作成する経営革新計画に係る相談・助言や、計画の承認を⾏っています。
【承認件数 令和2年度13件、令和3年度17件】

・商工会、２１財団、県等の経営革新計画の作成⽀援
・ものづくり補助⾦申請に際しての加点や、県の承認に基づく低利

融資制度等の活⽤により中⼩企業の活性化と雇⽤の拡⼤を図る

【令和２年度】
①株式会社アイテック②あおもり藍産業株式会社③北彩クリーン有限会社
④株式会社丹藤⑤有限会社アサヒ印刷⑥株式会社⻘い郷⾥
⑦有限会社サンアップル醸造ジャパン⑧有限会社丸山銃砲火薬店
⑨有限会社まごころ農場⑩株式会社Ｂ・Ｆリバイブ⑪新坂製函（新坂和博）
⑫雅菜工房（中野渡八志子）⑬有限会社みつわ食品

【令和3年度】
①合同会社ナチュール⻘森②有限会社⼀級建築⼠事務所アネスト
③ひろさき夢興社株式会社④タグボート株式会社⑤有限会社 新和印刷
⑥株式会社テクトリー⑦株式会社鳴海醸造店⑧有限会社シャロン甘洋堂
⑨株式会社ヤマキ⽊村⻘果⑩株式会社⼤伸管工業所⑪北⽇本産業株式会社
⑫津軽味噌醬油株式会社⑬株式会社エヌライド⑭株式会社⻘海商事
⑮有限会社東⽇本環境保全工業
※企業名非公表2社あり

≪ 経営革新計画に係る相談・助言、計画の承認≫
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≪経営診断・助言等を通じた事業活動の支援≫

住工混在の解消や街の活性化を目的とする中⼩企業等の集団化、集積整備
などの実施にあたり、中⼩企業基盤整備機構と⼀体になって貸付及び運営
に係る診断・助言を実施しています。

共同施設事業
共同で利⽤・経営する加工施設
や研究開発施設、物流センター、
商店街のアーケード・カラー舗
装、駐⾞場などを整備するもの
【３年度診断実績２件】

施設集約化事業
店舗が集まりショッピングセ
ンターを、また工場を集約化
して共同工場などを整備する
もの
【３年度診断実績０件】

集団化事業
市街地などに散在する工場や店舗
などを、生産性や効率性向上、異
業種との連携などのため、⼀つの
区域や建物にまとまって移転する
もの
【３年度診断実績２件】

集積区域整備事業
商店街もしくは工場などが
集積している区域で、建物
の建て替えなど区域全体を
整備するもの
【３年度診断実績３件】

※新型コロナウイルス感染症の影響により事業実施主体の業績が悪化していることを踏まえ、令和3年度は事前の
診断を省き、簡易な書類審査のみとしたため、例年と⽐較して診断件数が減少している
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≪あおもり安心飲食店需要回復支援事業費（９月補正予算）：令和３年度実績≫

「あおもり飲⾷店感染防⽌対策認証制度」の認証を受けた飲食店の利⽤者に総額
1億円の食事券が当たるキャンペーンを実施し、県⺠が安⼼して飲食店を利⽤で
きる環境づくりを進めるとともに、市町村の取組とも連携して需要喚起を促進し、
地域経済の活性化につなげました。

新型コロナウイルス感染症対応の取組

事業概要

【 参加店 】 県内飲食店（認証店）
【応募方法】 食事代1,000円につき1口から応募可能

※複数の店舗を利⽤した場合、より⾼い特典を進呈
【実施期間】 R3.11〜R4.1
※各媒体を活⽤したプロモーションを実施し、認証飲食店の利⽤につい
て普及啓発を図る。

実 績

◆ 応募数
220,362口

需要創出効果
220,362,000円︕

◆ 参加店舗数
519店

◆ 食事券換⾦⾦額
96,732,000円

需要創出効果
96,732,000円︕
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≪新事業開発、販路開拓の⽀援︓令和３年度実績≫

創業⼜は経営の革新を目的に、新商品・新技術・新役務の開発、試作品の販路開
拓及び既存商品の販路開拓に取り組む県内事業者を⽀援している。

事業内容

１．事業主体
（公財）２１あおもり産業総合⽀援センター

２．助成対象
創業者、中⼩企業、ＮＰＯ法人、農事組合法人等

３．助成率等
（１）新事業開発コース １／２以内（上限３００万円）

※県の推進する戦略等に基づく⽀援重点分野⼜は最低賃⾦ 枠に該当する場合は２／３以内
（２）販路開拓コース １／２以内（上限１００万円）

４．採択実績

Ｒ３事業 Ｒ４事業

（１）新事業開発コース 15件 26,852千円 12件 26,324千円

（２）販路開拓コース 30件 14,756千円

新事業展開等促進事業



≪中小企業等事業再構築促進事業（2月補正予算）：令和3年度実績≫

新型コロナウイルス感染症の影響を受けている中にあって、新分野展開、業態転
換、事業・業種転換、事業再編又はこれらの取組を通じた規模の拡大等、思い
切った事業再構築に意欲のある県内中⼩企業を対象とした⽀援を⾏いました。

新型コロナウイルス感染症対応の取組

主な取組

【国の「事業再構築補助⾦」に対する上乗せ⽀援】
中小企業通常枠で採択及び国の交付決定を受け、国の確定を受けた県内中小企業者等を対象とした上乗せ支援を実施

（補助率）
１／１２（国２／３）

（補助限度額）
７５０万円（国６，０００万円）

【事業再構築ＷＥＢセミナーの開催】
事業再構築補助⾦の申請を検討している事業者、支援機関を対象に、公募の申請実例を踏まえた解説を⾏うＷＥＢ

セミナーを開催

【中小企業等事業再構築サポート会議を実施】
県内事業者の新事業展開や事業再構築に向けた取組に係る現状について共有を図るとともに、それらの取組に対する支援

策等の検討を⾏う「中小企業等事業再構築サポート会議」を設置し、県における課題等を整理
（参加委員）

県内の商⼯団体、⾦融機関、東北経済産業局（オブザーバー）、採択事業者（オブザーバー）
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≪あおもり事業者支援情報ポータル「あおビズサーチ」：令和３年度実績≫

新型コロナウイルス感染症対応の取組

わかりやすい事業者支援情報サイトが必要との声に応え、令和３年３⽉１７⽇に国・県・
市町村等の事業者向け⽀援情報をワンストップで閲覧・検索できるウェブサイト「あおもり
事業者支援情報ポータル『あおビズサーチ』」を開設し、⼀元的に情報管理しています。

アクセス用QRコード

【こんなことができます】
▶ 国・県・市町村等、様々な団体の情報を⼀度に検索
▶ 補助⾦・融資から相談窓口・各種セミナーまで、幅広い情報収集
▶ 「業種」「地域」「目的」等、複数の条件で検索
▶ 「お気に入り」登録で、気になった情報を保存
▶ スマートフォン・タブレット等からも閲覧

皆さんも
ぜひご活⽤を︕

◆あおもり飲食店感染
防止対策認証取得促
進事業費補助金

◆事業復活支援金

◆事業継続支援緊急
対策事業補助金

（家賃支援）

Ｒ３ アクセス上位
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≪①県内中小企業等のＤＸ推進よる生産性の向上：令和３年度実績≫

デジタル技術の進展に対応した経営戦略の構築やマーケティングの実⾏を⽀援し、
中⼩企業の持続的発展に不可⽋な「稼ぐ⼒」を⾼めるため、セミナーを開催する
とともに、個別企業コンサルティングを実施しました。

令和３年度取組内容
１．コロナ禍における飲⾷店経営戦略・デジタル活⽤

セミナーの開催

ウイズコロナに対応した飲食店の経営改善と、デジタ
ル技術等の活⽤による販促、集客の促進を図るため、
セミナーを開催

講 師︓株式会社スリーウェルマネジメント
（飲食店専業のコンサルタント会社）

テーマ︓「コロナに強い繁盛店は何をしているのか」
内 容︓アフターコロナに向けた最新の企業動向や、

成⻑戦略の⽴て⽅、コロナ禍における飲食店
のマーケティング戦略まで、具体的事例を交
えながら詳しく解説

参加者数︓47名（オンライン）

２．ウイズコロナ飲⾷店経営戦略・デジタル活⽤
コンサルティング

飲食店経営企業に対して、デジタル技術等の活⽤によ
る販促策、集客策の実践等に向け、個別に相談・助言
を実施

コンサルタント︓株式会社スリーウェルマネジメント
⽀援企業︓県内飲食店６社（居酒屋・ラーメン店・

焼肉店、菓子店等）
指導内容︓販売促進・集客策等に係る戦略的な助言を

実施するとともに、Googleビジネス、
Instagram、LINE、自社HP等のデジタル
ツールの活⽤について、各企業の実態に即
して、システムの構築から運⽤まで⽀援

※写真は
R2のセミナー時
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現状分析と課題現状分析と課題 事業の内容（アウトプット）事業の内容（アウトプット） 事業の目指す姿事業の目指す姿

事 業 の ア ウ ト カ ム

最 終 ア ウ ト カ ム

中小企業ＤＸ推進事業費 （Ｒ４～Ｒ５）

課 題

現 状 分 析 【概要】
新型コロナウイルス感染症の感染拡⼤により顕在化した、「外部環境の急

変」への対応に必要な県内企業のＤＸを推進するため、経営者への意識啓発や
県内企業の実態把握調査、ＤＸ⽀援体制の強化に取り組む。

取組１ ＤＸに向けた意識啓発 １，２８５千円

取組２ 県内企業のＤＸ実態調査の実施 ４，８６５千円

取組３ 中⼩企業ＤＸ⽀援体制の強化 ４，９１６千円

◇コロナ禍において、全国的
に中⼩企業のデジタル化へ
の優先順位が⾼まった

（45.6％→61.6％）
※中⼩企業白書2021

◇コロナ禍など、事業環境の
急激な変化に対応するため
にはDX（ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾒｰ
ｼｮﾝ）の重要性が指摘される

※DXレポート２中間取りまとめ

◆⼀⽅、地⽅は東京圏と⽐べ
てデジタル化・DX化への取
組が遅れている

DXに取り組む（各企業にお
けるDX戦略の策定）県内企
業数

◆R4 ６社（３業種）

◆R5 12社（６業種）

●県内企業（経営者層）にお
けるDXに対する正しい認識
の不⾜

●県内企業のDX推進に関す
る現状分析の不⾜

●県内企業のデジタル化・
DXに関する⽀援体制が不⼗
分

◆国や21財団の補助事業を活
⽤し、各企業がDX戦略に基
づくIT投資・デジタル化

（ﾃﾞｼﾞﾀﾗｲｾﾞｰｼｮﾝ）

・県内企業の経営者層を対象にした「ＤＸ推進フォーラム」を開催し、県内企業のＤ
Ｘに向けた意識啓発（１回）

（１）ＤＸコーディネーターによるＤＸ⽀援（4,373千円）
・２１あおもり産業総合⽀援センターにＤＸコーディネーターを２名設置し、県内
企業が戦略的にデジタル化を進め、ビジネスモデル変革を図られるよう、ＤＸに向
けた課題の可視化、戦略策定等を⽀援

【委託先︓２１あおもり産業総合⽀援センター】

予算額 １１，０６６千円

・アフターコロナにおける社会環境の変化や⻘森県の産業構造の特⾊等を踏まえたＤ
Ｘ推進に係る分析を⾏うとともに、県内中⼩企業のＤＸに向けた課題を抽出し、実効
性のある⽀援につなげるためのアンケート調査（3,000社程度）・ヒアリング調査
（12社程度）を実施

（２）⽀援機関向けセミナーの開催（543千円）
・企業の⾝近な⽀援機関である⾦融機関・商工団体を対象としたＤＸ⽀援⼒向上セ
ミナーを開催（６か所・年１回）

◆各企業のデジタル化を通じ
たビジネスモデル変革=DX
の推進

（ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾒｰｼｮﾝ）

≪ ①県内中小企業等のＤＸ推進よる生産性の向上：令和４年度の取組≫
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《 ②県内中小企業等の事業再構築による経営基盤の強化：令和４年度の取組》

現状分析と課題 事業の内容（アウトプット） 事業の目指す姿

事 業 の ア ウ ト カ ム

最 終 ア ウ ト カ ム

現 状 分 析 【概要】事業再構築補助⾦の応募及び採択件数の向上を図るため、以下の取組を実
施し、事業に対する認知及び理解、計画策定、事業実施における各ステージに応じ
た⽀援体制を構築する。

取組１ 事業再構築補助金における応募の促進 13,156千円

◆コロナの影響で売上減少等
厳しい状況にある中⼩企業
等の事業再構築を⽀援する
ため、国による事業再構築
補助⾦がR3から公募開始

◆様々な業種の多様な取組に
対し、全国で約2万6千件が
採択(R3.12現在)

◆本県の県内中⼩企業者数に
占める応募割合及び採択率
は全国平均を下回る

◆このため、R3に認定⽀援
機関等の出席の下「中⼩企
業等事業再構築サポート会
議」を開催し応募及び採択
における課題を整理

◆専門家派遣件数
１２６件（応募数）

◆上乗せ⽀援の申請件数
６３件（採択件数）

課 題

■認定⽀援機関の⽀援スキ
ルのバラつき及びマンパ
ワー不⾜を解消するツール
の提供や取組が必要

■事業者及び認定⽀援機関
に対する適切な情報提供及
が必要

■財務基盤が脆弱な⼩規模
事業者に対する資⾦⾯のサ
ポートが必要

◆県内事業者及び認定⽀援
機関における計画策定スキ
ルの向上

◆事業者と認定⽀援機関が
二人三脚で事業計画を策定
する体制の構築

◆県内事業者の業態転換や
新事業展開への取組機運の
醸成

要求額 ４８５,６５６千円

①中小企業事業再構築セミナーの開催

公募要領の要点や採択事例の発表に加え、申請ノウハウや事業者としての⼼構
えなどを内容とした、事業者及び認定⽀援機関双⽅に有⽤なセミナーを開催
②事業再構築パンフレットの作成

認定⽀援機関における職員⽤マニュアルや事業者における申請書作成の手引き
等での活⽤を想定したパンフレットを作成
③専門家派遣による事業計画策定支援

地域産業課内に調整窓口を設け、事業者等からの依頼に基づき、１社につき
３回を限度に専門家を派遣し、約１２０社の事業計画の策定を⽀援

取組２ 採択後における円滑な事業推進の支援 472,500千円

採択事業者を対象とした事業再構築補助⾦の上乗せ⽀援を昨年度に引き続き実施
【補助要件】

令和３年度⼜は令和４年度に中⼩企業通常枠で採択及び国の交付決定を受け、
令和４年度中に国の確定を受けた県内中⼩企業者等が実施する事業が、県の推進
する戦略等に基づく⽀援重点分野に該当すること
【補助率】

１／１２（国２／３）
【補助限度額】

７５０万円（国８，０００万円(※)）
（※）国の補助上限→6,000万円を超える分については補助率1/２

計画策定件数の増

採択件数の向上

県内中小企業における
事業再構築の活性化

青森県中小企業等事業再構築促進事業 予算額 485,656千円
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とうほく・北海道 自動車関連技術展示商談会（とうほく自動車産業集積連携会議による連携事業）

○ とうほく・北海道 新技術・新工法展示商談会
東海地区の自動車関連メーカー等を対象に、取引促進や協力関係の構築を図るため、東北７県の各協
議会により構成される「とうほく自動車産業集積連携会議」および北海道自動車産業集積促進協議会が主
催し、企業の「新技術・新工法」等の提案・アピールを行う展示商談会を開催してきています。
・日時 令和４年１月１１日（火）～２月２８日（月） ※コロナの影響によりWeb商談会のみ実施
・場所 とうほく自動車産業集積連携会議 特設ＨＰ
・内容 次世代モビリティや生産ラインの自動化・省人化等に資する技術の提案
・本県参加企業 ６社（青森リバーテクノ㈱、㈱ソルテック、アダマンド並木精密宝石㈱青森黒石工場、

㈱フォルテ、㈱アドバネクス、㈱宮坂ポリマー青森）
※ 東北７県・北海道で７１社

年度 開催年月日 開催名称 開催場所
県参加企業数

（全体） 県参加企業名

25 平成26年1月30日～31日 とうほく６県新技術・新工法展示商談会 トヨタ自動車本社（豊田市） 5（40） ㈱ｱﾄﾞﾊﾞﾈｸｽ弘前工場、㈱ｿﾙﾃｯｸ、竜飛精工
㈲、㈱ﾃｸﾆｶﾙ、㈱ﾌﾞﾙｰﾏｳｽﾃｸﾉﾛｼﾞｰ

26 平成27年2月5日～6日 とうほく・北海道自動車関連技術展示商
談会 刈谷市産業振興センター 6（80）

㈱ｱﾄﾞﾊﾞﾈｸｽ弘前工場、㈲ｸﾄﾞｳ電子、㈱遠山
工業黒石工場、ｴｸﾄﾑ㈱、北日本鍍金㈱、㈲
forte

27 平成28年2月4日～5日 とうほく・北海道新技術・新工法展示商
談会 トヨタ自動車本社（豊田市） 8（102）

㈱ｱﾄﾞﾊﾞﾈｸｽ青森工場、㈲ｸﾄﾞｳ電子、㈱青森
ﾃｸﾆ、㈱ｿﾙﾃｯｸ、日本ﾊﾟｽﾙﾓｰﾀｰ㈱岩木工場、
ﾃｽﾄﾃﾞｰﾀｼｽﾃﾑ㈱、㈱ﾌｫﾙﾃ、㈱抗菌研究所

28 平成29年2月2日～3日 とうほく・北海道自動車関連技術展示商
談会 刈谷市産業振興センター 6（82）

㈱ｱﾄﾞﾊﾞﾈｸｽ青森工場、㈲ｸﾄﾞｳ電子、㈱ｿﾙﾃｯ
ｸ、日本ﾊﾟﾙｽﾓｰﾀｰ㈱岩木工場、㈱ﾌｫﾙﾃ、ｱｲ
ｶｰﾎﾞﾝ㈱

29 平成30年2月1日～2日 とうほく・北海道新技術・新工法展示商
談会 トヨタ自動車本社（豊田市） 5(103) ㈱ｱﾄﾞﾊﾞﾈｸｽ青森工場、ｱｲｶｰﾎﾞﾝ㈱、㈱ﾌｫﾙﾃ、

並木精密宝石㈱、ﾄﾖﾌﾚｯｸｽ㈱

30 平成31年2月7日～8日 とうほく・北海道自動車関連技術展示商
談会 刈谷市産業振興センター 6(78)

㈱ｱﾄﾞﾊﾞﾈｸｽ青森工場、㈱竜飛精工、ｽﾐﾀﾞﾊﾟﾜ
-ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ㈱ｽﾐﾀﾞ電機㈱、並木精密宝石㈱、
㈱ｻｽﾃｸﾉ、㈱ﾌｫﾙﾃ

元 令和2年1月30日～31日 とうほく・北海道自動車関連技術展示商
談会 トヨタ自動車本社（豊田市） 5(106)

㈱ｱﾄﾞﾊﾞﾈｸｽ青森工場、㈱ｴﾉﾓﾄ津軽工場、東大
無線㈱東北工場、㈱ソルテック、サワダＳＴＢ㈱
青森工場

２ 令和3年2月1日～12日 とうほく・北海道自動車関連技術ＷＥＢ
展示商談会

トヨタ自動車仕入先向け
ＷＥＢサイト（オンライン） 3(59) ㈱アドバネクス、㈱ムツミテクニカ、アダマンド

並木精密㈱青森黒石工場

≪ ③県内中小企業等のものづくり産業の競争力強化：令和３年度実績≫
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新型コロナウイルス感染症の影響で顕在化した県内ものづくり企業の課題を解決し、企業変革⼒の向
上を図るため、ものづくりのスマート化を促進することを目的に、セミナー等の開催による理解促進、
先端設備（ロボットやＡＩ・ＩｏＴ）の導⼊に向けた⽀援を⾏いました。

令和３年度取組内容
１．企業変⾰⼒を⾼めるための意識啓発
県内ものづくり企業を対象に企業変革⼒を⾼めるために経営資
源の再構成・経営戦略の再構築の促進を図るセミナーを開催
①講演
講師︓経済産業省 製造産業局 ものづくり政策審議室

室⻑補佐 藤本 篤史 氏
テーマ︓「製造業が強化すべき『企業変⾰⼒』とは︖〜2021年版もの

づくり白書から」
②事例紹介
講師︓i Smart Technologies 株式会社

代表取締役社⻑CEO 木村 哲也 氏
テーマ︓「年４億円労務費を節約したIoTの使い方」
参加者数︓29名（オンライン）

２．スマート化・デジタル化に向けた理解促進
①スマートものづくり導入促進セミナー&WEB企業⾒学会を開催
＜第１回＞ 講師︓(⼀社)AI・IoT普及推進協会

代表理事兼事務局⻑ 阿部 満 氏
⾒学先︓武州⼯業株式会社（東京都⻘梅市）
参加者数︓29名（オンライン）

＜第２回＞ 講師︓久野⾦属⼯業(株)
取締役副社⻑兼CIO 久野 功雄 氏

⾒学先︓久野⾦属⼯業株式会社（愛知県常滑市）
参加者数︓24名（オンライン）

②スマートものづくりに向けた現場⼒強化
・スマート化に向けた出前研修や設備導入診断・助言等を実施
支援実績︓8事業者に対して診断・助言活動等を実施

・生産性向上セミナー&ワークショップを開催

３．スマートものづくりに向けた先端設備（ロボットやＡＩ・ＩｏＴ）導
入⽀援

【補助対象者】
県内中⼩企業者（製造業）

【補助対象経費】
ロボットやＡＩ・ＩｏＴの導入に要する経費

【補助率及び上限額】
・補助率 ３分の２
・上限額 ロボット導入枠 600万円

ＡＩ導入枠 200万円
ＩｏＴ導入枠 200万円

→９事業者の取組に約2,300万円を補助

≪ ③県内中小企業等のものづくり産業の競争力強化：令和３年度実績≫
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≪ ③県内中小企業等のものづくり産業の競争力強化：令和３年度実績≫

レッツＢｕｙあおもり新商品認定事業

新商品開発や新事業創出に積極的に取り組む県内企業等が開発し製造する新商品を県
が認定し、レッツＢｕｙあおもり新商品としてＰＲに努めることや、当該商品を随意
契約により購⼊することで、新商品開発や販路拡大を⽀援しています。
令和４年４⽉１⽇現在１５社２３件を認定中（累計７２社１１６件）

１．対象事業者
（次のいずれかに該当し、新商品を開発し製造する者）
・県内に本店⼜は主たる事務所を有する者
・県内に工場⼜は事業場を有する者
・県内に住所を有する個人

３．認定期間
・３年間（２年間の延⻑が可能）

２．新商品の定義
・概ね５年以内に開発されたもの。
・医薬品、食品は対象外。
・新規性、有益性、実現性等に照らして審査会で審査。

令和３年度認定新商品

㈱DRAGON AGENCY
電球型ネットワークカメラ
「テラスアイ」

マトリクス㈱
卓上型空気清浄機
「シクローネ」
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ものづくり企業スマート化促進事業

○企業変革⼒を⾼めるために経営戦略
を再構築するノウハウが不⾜

〇経営戦略に即したスマート化・デジタ
ル化を進めるためのノウハウが不⾜

○スマート化を進める前提としての現場
の整理・標準化等が不⼗分

Ｒ４ ３６，０９８千円

〇本県製造業の生産動向は、緩やかに持
ち直しつつある。
生産指数 R2.5 88.4→Ｒ3.5 100
業況判断（最近）R2.6 ▲29→R3.6 12

〇⼀⽅、⻘森県工業会による県内企業ヒ
アリングによると、７割の企業が依然
として売上⾼減少、原材料入手の困難
等の課題を抱えている。

〇先⾏きの不確実性が⾼まる現状におい
て、環境変化への対応を可能とする企
業変革⼒（ダイナミック・ケイパビリ
ティ）を⾼める必要があり、スマート
化・デジタル化が有効
（２０２０年版ものづくり白書）

○しかし、製造業のデジタル化やデータ
活⽤は、製造工程についても、マーケ
ティングについても⼗分に進んでいな
いのが現状
（２０２０年版ものづくり白書）

スマート化・デジタル化によ
り企業変革⼒が向上すること
で県内ものづくり企業の経営
基盤が強化される。

・県内ものづくり企業のスマー
ト化・デジタル化に対する意
欲向上

・県内ものづくり企業の先端設
備導入に向けた取組が具体化

・県内ものづくり企業８社／年
に先端設備導入

・商工団体・⽀援機関等への設
備導入ノウハウの蓄積

【事業概要】
コロナの影響で顕在化した県内ものづくり企業の課題を解決し、企
業変革⼒の向上を図るため、ものづくりのスマート化を促進する。

（１）スマートものづくり推進研究会の実施（継続）
県内ものづくり企業が経営戦略に即したスマート化・デジタル化を
進めるため、セミナー、現場⾒学会等を実施する。

（２）スマートものづくりに向けた現場⼒強化（継続）
先端設備（ロボット・ＩｏＴ・ＡＩ等）導入具体化を進めるため、
設備導入診断・助言を実施する。

先端設備の導入により企業変革⼒向上に取り組む県内ものづくり企
業に対し、導入経費の⼀部を補助する。（継続）
補助⾦︓28,000千円
補助上限︓ロボット導入枠 ６００万円

ＩｏＴ導入枠 ２００万円
ＡＩ導入枠 ２００万円

補助率︓３分の２

事業のアウトカム

現状分析と課題 事業内容（アウトプット） 事業の目指す姿

現状分析

課題

１ スマート化・デジタル化に向けた理解促進 5,378千円

２ スマートものづくりに向けた先端設備（ロボット・ＩｏＴ・
ＡＩ)導⼊⽀援 3０,７２０千円

最終アウトカム

・ＤＸに対する経営者意識改革
・革新技術（AI･IoT等）活⽤

↓
県内ものづくり企業の生産性向上

《 ③県内中小企業等のものづくり産業の競争力強化：令和４年度の取組》
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＜地域産業課 創業支援グループ＞

○創業・起業支援の推進

○円滑な事業承継の促進



1

≪創業支援グループのミッション≫

1．グループの目標
創業・起業、事業承継の促進を図ること︕

２．令和４年度の取組方針

①多様な創業・起業の促進
・市町村及び関係団体等との連携のもと、県内全域での創業・起業の⽀援体制を強化。
・⼥性やＵＩＪターン者をはじめとした創業・起業の⼀層の増加を図る。
②円滑な事業承継の促進
・⻘森県事業承継ネットワークを中⼼とした関係⽀援機関の連携強化ときめ細かな⽀援。
・後継者不在の企業を新たな後継者へ円滑に事業承継することで、県内中⼩企業の休廃

業による減少の抑制等に資する。

多様なしごとづくり、雇⽤や地域経済の維持・発展



≪創業・起業支援の推進：これまでの取組≫

１ 創業支援拠点の整備

・平成１８年度 弘前市に創業支援拠点「夢クリエイト工房」を設置
・平成１９年度 青森市に創業支援拠点「創業チャレンジクラブ」を設置
・平成２０年度 八戸市に創業支援拠点「アントレプレナー情報ステーション」を八戸市と共同設置
・平成２７年度 五所川原市、三沢市及びむつ市に創業支援拠点「創業相談ルーム」を各市と共同設置
・平成２８年度 黒石市及び十和田市に創業支援拠点「創業相談ルーム」を各市と共同設置

（１） 県の主体的な取組

・平成２２～２３年度 「アントレプレナー情報ステーション」の八戸市単独
設置に向けた運営費補助

・平成２４～２５年度 夢クリエイト工房の代替機能を受継ぐ、弘前市の創業支援拠点「ひろさき
ビジネス支援センター」等への運営費補助

・平成２４年度 青森市単独の創業支援拠点「起業・創業等相談ルーム」のスタッフ人材育成

（２） 地域の主体的な取組を支援

成 果

設置数 ８市
（青森市、弘前市、八戸市、黒石市、
五所川原市、三沢市、むつ市、十和田市）
(R4.3月末現在）

新規利用者数 4,561名
（H18～R4.3末）

2



≪創業・起業支援の推進：これまでの取組≫

２ 創業支援の風土づくり

創業希望者の掘り起こし等のため、関係機関と連携し、県内各所で創業支援
制度の説明会と創業の基本的知識の習得を目指したワンポイントセミナーを開催

（１） 創業・起業支援制度説明会・創業ワンポイントセミナーの開催

業態・分野別テーマでの創業セミナーや首都圏等で経験を積んだ方を対象とした
ＵＩＪターン創業セミナー・相談会を開催

（２） 創業・起業実践セミナー、ＵＩＪターン創業セミナー・相談会の実施

長期的視点で創業意識を醸成するため、また中・高・大学生を対象とした起業家
による講演会を開催

（３）未来の起業家（高校生・大学生）の育成

成果
説明等参加者数
2,064名（H21～R3）

相談会等参加者数
82名（R3）

起業家講演会参加者数
10校975名（H29）

3



≪創業・起業支援の推進：これまでの取組≫

３ 支援の人財の育成強化

商工関係機関の職員も対象としたＩＭ養成研修の実施や首都圏での
研修受講を支援

（１） インキュベーション・マネジャー(ＩＭ)育成支援

県内の創業支援活動の連携促進、スキルアップのための団体、青森県
インキュベーション・マネジャーネットワーク協議会の設置(H24)

（２） ＩＭの連携促進に向けた協議会の設置

県内の関係機関に所属しているＩＭ等を対象に、県内外のＩＭや専門家を講師に迎え、創業に
関する地域習得と情報を共有するための研修会を実施

（３） ＩＭのスキルアップに向けた研修会の開催

成 果
県内ＩＭの人数

67名（R3）

青森県ｲﾝｷｭﾍﾞｰｼｮﾝ・ﾏﾈﾞｬｰ
ﾈｯﾄﾜｰｸ協議会設立（H24.7）

ｽｷﾙｱｯﾌﾟ研修参加者数
41名（R3）

4



≪創業・起業支援の推進：これまでの取組≫

４ あおもり起業家養成研修事業

創業・起業意識の醸成やビジネスプラン作成のノウハウ習得のため、創業支援の
専門家（インキュベーション・マネジャー）によるビジネスプラン作成講座を実施
【29年度】黒石市、五所川原市、十和田市、三沢市、むつ市（５会場 参加者計55名）
【30年度】黒石市、五所川原市、三沢市（３会場 参加者計30名）
【R1年度】黒石市、五所川原市、三沢市（３会場 参加者計20名）
【R2年度】黒石市、五所川原市（２会場 参加者計12名）
【R3年度】黒石市、五所川原市（２会場 参加者計10名）

（１） あおもり起業家養成研修

５ 起業後のフォローアップ

起業家（経営者）と創業希望者が交流し、情報共有や新しいネットワークづくりを行うことで、
起業家同士の仲間づくりや販路開拓に繋げていくことを目的とした地域交流会の実施
【R1年度】青森市、弘前市、十和田市（３会場 参加者計54名）
【R2年度】青森市ほか５市、中泊町ほか３町村（８会場 参加者計92名）
【R3年度】青森市ほか５市、七戸町ほか３町 （８会場 参加者計88名）

平成２６年度から平成３０年度までの間において、県内創業支援拠点等を利用した創業者４８４名を対象
に現在の状況や創業後の課題等を把握するためのアンケート調査を実施。

（１） 創業・起業地域交流会

（２）起業家フォローアップ

5
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６ 取組の成果～これまで県の創業支援拠点や事業を活用して創業に至った人数～

合計１，０２８名（H18～R4.3末）
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成 果

≪創業・起業支援の推進：これまでの取組≫



Revive（弘前市）

刺繍サービスの提供という
形で、アーティストや店舗の
グッズ、ダンサー等の衣装に
刺繍加工作業を行うほか、
ロゴデザインの作成等幅広
に手がける。

創 業 者 事 例（ＵＩＪターン創業）

WILLING AUTO（八戸市）

PC塾 Sigma Gate（八戸市）

宮城県から家族でＵターン
して起業。中古車販売業の
ほか車検、オイル交換、各
種パーツ販売・取り付けを
行う。

自然に囲まれ、旬の美味し食
材が手に入る地で開業したい
との思いでＵターン。コーヒー
のほかスイーツやランチ等を
提供。

Gro Fe Lure（六戸町）

地元で笑顔が直接見れる商
売をしたいと思い、趣味の料
理を生かして弁当屋をオー
プン。家族等4人の従業員と
ともに、配達等を行っている。

7

≪創業・起業支援の推進：これまでの取組≫

東京で15年間治療院勤務
やスポーツトレーナー活動
を経験。自分の経験を地元
に還元したいと思いで、鍼
灸・スポーツマッサージ治療
院をオープン。

弁当だるま（むつ市） Café kielo（田舎館村）

院長 佐藤洋大
R元年８月創業

代表 関 夢郁
令和元年９月創業

代表 村上雄祐
令和２年２月創業

東京のＩＴ会社勤務の経験等
を生かし、年齢に関わらず、
Excel、Wordの使い方やプロ
グラミングの方法を教えるパ
ソコン教室をオープン。

代表 小山 昇
H３０年３月創業

代表 赤田更介
R元年７月創業

代表 佐藤智香
R元年５月創業



○ 「あおもりフルール」の任命
県内先輩⼥性起業家5名をあおもり⼥性ＵＩＪターン創業
サポーターズ「あおもりフルール」に任命。

8

○あおもりフルール座談会
⾸都圏⼥性を対象に、あおもりフルールによる起業体験等の
紹介や、グループに分かれた交流会を実施。

○⻘森woman×移住・創業ショートステイ
本県へのＵＩＪターン及び創業・起業を希望する⼥性に⻘森を訪れていただき、県内で活躍する
先輩起業家への訪問や現地視察、想定移住先の環境の調査等を実施。

≪創業・起業支援の推進：令和３年度の実績≫

⾸都圏⼥性を対象としたＵＩＪターン創業の誘致



≪創業・起業支援の推進：令和３年度の実績≫

創業⽀援の取組の広報



現状分析と課題現状分析と課題 事業の内容（アウトプット）事業の内容（アウトプット） 事業の目指す姿事業の目指す姿

事 業 の ア ウ ト カ ム

最 終 ア ウ ト カ ム

あおもり創業・起業支援強化事業費あおもり創業・起業支援強化事業費

現 状 分 析 【概要】魅⼒あふれる多様なしごとづくりや、創業による地域社会への貢献度向
上のため、⼥性・ＵＩＪターン創業の推進や地域課題解決型創業の促進のほか、
⾜腰の強い堅実な創業・起業に向けた⽀援プラットフォーム機能の充実・強化に
取り組む。

取組１ ⼥性・UIJターン創業の推進 3,687千円

◆H18の取組開始以来の創業
者数累計が1,000名間近

◆本県の⼥性社⻑⽐率は全国
３位であるものの、就任の経
緯 で み る と 創 業 の 割 合 は
29.6%と全国平均(35.3%)
より低い

◆新型コロナ等、社会情勢の
変化に強い堅実な創業⽀援が
必要

◆⾸都圏等在住者による地⽅
回帰への関⼼の⾼まり

◆⻘森県型地域共生社会の実
現への全庁的な取組強化

◆UIJターンによる創業者数
の増加

◆地域課題の解決に資する
創業者の輩出

◆創業者実績年100名以上
の継続

課 題

■⼥性をはじめとする創業希
望者のニーズを捉えたさらな
る⽀援が必要

■潜在的UIJターン創業希望者
に向けた情報発信の手法が不
⼗分

■地域課題解決に資する創業
希望者が地域とつながる機会
が不⾜

◆創業意欲を持った人財の
発掘・育成と全県的な創業
機運の醸成

◆創業⽀援拠点を活⽤した
⾜腰の強い堅実な創業・起
業の促進

◆創業後も含めた継続的な
フォローアップ体制の構築

予算額 ２８,１９７千円

①先輩⼥性起業家等を活⽤した⽀援環境の整備
あおもり⼥性創業サポーターズ「あおもりフルール」の任命、⼥性起業アテ
ンダントの養成

②ＵＩＪターン創業のPR
ＵＩＪターン創業事例集とPR動画の作成、⾸都圏イベントへの創業者派遣

取組２ 地域課題解決型創業の促進 4,925千円

地域課題解決型創業希望者等によるワークショップ、地域滞在型スキル
アップ合宿、ビジネスプランコンテストの実施

取組３ ⽀援プラットフォーム機能の充実・強化 19,585千円
①地域インキュベーション体制の確⽴

２１財団に創業⽀援の専門家（⼥性１名含む）を配置（県内外での伴走型
⽀援、相談ルームへの派遣、創業後フォローアップの実施）

②先輩起業家等を活⽤した⽀援環境の整備
少人数交流会の実施（うち数回は⼥性向け）

③合同⽀援制度説明会の開催
関係機関等が⼀堂に会した各種⽀援制度の説明会を市部で開催

Ｒ４ 多様なしごと創出プロジェクト≪創業・起業支援の推進：令和４年度の取組≫
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あおもり移住支援事業費（起業支援事業分）

１ 制度概要

２ 事業のスキーム

国 都道府県

地方創生
推進交付
金(補助率

1/2)

(R1～6(6

年間)

市町村
補助金

(国1/2,県1/2)

移住者

移住支援金
(労政・能力開発課)

21あおもり
産業総合

支援センター

補助金
(国1/2,県1/2)

起業支援金
(地域産業課)

東京圏からのＵＩＪターンの促進及び地方の担い手不足対策として、国の地方創生推進交付金を活用した移住支援金・
起業支援金制度を実施する。

≪創業・起業支援の推進：令和４年度の取組≫
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H29～H30（県重点枠事業等）

○「青森県事業承継円滑化支援関係機関連絡会議」の開催
○後継者不在企業調査 ○後継者不在企業調査先に対するフォローアップセミナーの開催
○後継者育成セミナーの開催 ○支援機関向け研修会の開催 ○事業承継税制の認定事務

R1～R2（県重点枠事業等）

○21あおもり産業総合支援センターと連携して、商工団体・金融機関・士業団体等で構成する 「青森県
事業承継ネットワーク」を設置（R1.7）
・商工団体や金融機関等による事業承継診断の実施 ・支援機関向けの出前セミナーや研修会の実施
・事業者に対する専門家派遣 ・経営者保証解除支援の取組（R2～）

○事業承継の機運醸成（新聞広告、事業承継推進強化月間（１０月）の設定、ＴＶCMの放送等）
○事業承継税制の認定事務
○地域事業承継サポートミーティング（県内６地域）の設置、開催

≪円滑な事業承継の促進：これまでの取組≫

○県内企業の後継者不在率は上昇傾向にあり、近年は60％前後（㉚ 57.4%→R1 60.3%→R2 60.9%→R3 59.8%）
○青森県の社長の平均年齢はR3年で61.9歳と60歳を超える状況
○後継者の育成期間を含めると事業承継には5年～10年の期間が必要

現状

・現状のままだと10年後には県内企業約4万社のうち、2.4万社が失われる可能性
・中小企業の廃業は、地域における雇用喪失、経済の衰退に直結

事業承継支援の取組を速やかに実施する必要性有
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≪円滑な事業承継の促進：令和３年度の実績≫

地域事業承継サポートミーティング（東青・中南・三八・西北・上北・下北の６地域で開催）

事務局：県地域産業課

市町村 商工会議所 商工会
中小企業団体
中央会支所

地域県民局金融機関

目的：地域の関係機関の実務担当者が一堂に会して、事業承継に関する情報共有や意見交換等を行う場を設置し、地域主体の
事業承継支援体制の強化を図る。

内容：（１）地域の事業承継に係る情報の交換・共有
◇特に地域に不可欠な事業者（早期に支援が必要な業種等）の情報
◇新たな事業に取り組もうとしている成長期待事業者の情報
◇その他の情報

（２）引受け先事業者及び後継者人材（創業者、ＵＩＪターン者、地域おこし協力隊員等）の掘り起こし
（３）各機関が行う事業承継支援の取組 （４）県等の支援施策・事例・支援のあり方等 （５）その他事業承継に関すること

事業承継・引継ぎ
支援センター

（１）日時等
令和４年３月２４日 オンライン開催
参加者：６８名

（２）内容
①地域主体事業承継支援モデル

の紹介
発表：４事業者及び支援機関

②講演「地域が主体的に取り組む
事業承継支援について」

講師：事業承継センター(株)
③来年度の取組紹介

令和３年度 第２回サポートミーティング令和３年度 第１回サポートミーティング

（１）日時等

令和３年７月１３日～７月２８日

県内６地域で順次開催

参加者：計１７２名

（２）内容

①事業承継支援の取組等紹介

②情報・意見交換等
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≪円滑な事業承継の促進：令和３年度の実績≫

１．トークイベント

（１）開催日時等

日時： 令和３年９月１５日～１７日 １８時～２０時

場所：オンライン

参加者:４０名

（２）内容

①県内の先輩アトツギによる

トークセッション

②質疑応答・交流等

○ベンチャー型事業承継 ○第三者承継フォーラム

（１）開催期間等
日時：令和３年１０月２５日～３１日

（事業承継推進強化月間に開催）
場所：オンラインによる動画視聴
参加者：８９名

（２）内容
①知事メッセージ、②県事業承継・引継ぎ支援センターの紹介
③専門家による講演、④事業承継をした事業者のインタビュー

２．アトツギソンin青森

（１）開催日時等

日時：令和３年１１月２０日９時～２１日１９時３０分

場所：AOMORI STARTUP CENTER

参加者：６名

（２）内容

①新規事業開発の手法等を学ぶワークショップ

②先輩アトツギによるメンタリング

③考案したビジネスアイデアの発表

「ベンチャー型事業承継」
とは若手後継者が家業
の経営資源を活用して
新規事業に挑戦すること

「第三者承継」とは、会社
やお店等の事業を親族
や従業員以外の第三者
に引き継ぐこと
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≪円滑な事業承継の促進：令和３年度の実績≫

○事業承継推進強化月間（１０月）ＣＭ

①

②

③

④

⑤

○新聞広告 ○その他普及啓発活動
・県民だより等広報紙への
記事掲載

・「みんなの県庁！」等テレビ
での広報 ほか
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③支援機関
の巡回、
掘起しの
サポート

２１あおもり産業総合支援センター

中小企業

⑥ニーズ掘起し・
自機関で支援対応

個者
支援

「気づき」
の促進 相談

青森県事業承継ネットワーク

①方針策定 よろず支援拠点

中小企業活性化
協議会

各種ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ

事業承継・引継ぎ支援センター

②掘起しの
実施方法
提示

⑤側面支援

行政

県

④助言

経
済
産
業
局

財
務
事
務
所

⑩経営者保証
解除対応

統括
責任者

承継Co

経保Co

エリアCo

サブ
マネージャー

⑪相談対応、
マッチング等

⑦要支援案件
の取次ぎ

⑧前捌き、
案件の取次ぎ

⑨案件の
振分け

⑫専門家の
派遣依頼

身近な支援機関
信用保証協会

日本公庫

金融機関

中央会

商工会商工会議所

東京中小企業
投資育成 商工中金

専門家
登録専門家 ⑬個者支援

令和元年度７月に設置した「青森県事業承継ネットワーク（事務局（公財）２１あおもり産業総合支援セン
ター）」が中心となり、引き続き、県内企業の円滑な事業承継を促進する。

≪円滑な事業承継の促進：令和４年度の取組≫



地域事業承継促進・後継者育成事業費（Ｒ３～Ｒ４） 要求額 12,644千円

現状分析と課題

○地域における事業承継支援体制の整備と支援
スキルの向上

○後継者候補等の意欲喚起と人財育成
○経営者や地域の関係者等に対する事業承継

の必要性・重要性の周知

現状分析

課題

○民間調査会社の調査によると県内企業の後継者
不在率は年々上昇
（㉙56.0％→㉚57.4％→R1 60.3％→R2 60.9％）

○国ではおよそ１０年間を集中期間と定め、積極的
な事業承継支援を実施
（事業承継ネットワークの全国設置と事業承継支
援の取組強化）

○新型コロナの影響による経営悪化と後継者不在
の状況が重なることで、廃業する県内中小企業の
増加が懸念

○今後事業継続が困難となる中小企業の受け皿と
して、地域主体の支援体制を強化するとともに青
森県事業承継ネットワークと連携した効果的な支
援の実施が急務

○第三者承継が盛んな都道府県では地域ぐるみで
事業承継支援を実施
（例：地域協議会の開催（島根県）、地域事業承継
サポートミーティングの実施（大分県））

○後継者不在の経営者に事業承継の重要性等を
伝えるとともに、後継者候補の会社を引き継ぐ意
欲の喚起も必要

Ｒ４未来へつなぐ「地域のゆりかご」
プロジェクト

事業のアウトカム

事業の目指す姿

円滑な事業承継の促進が図られ
ることで、地域の雇⽤の確保と地
域経済の維持がなされる。

最終アウトカム
・地域主体の取組の充実と関係

機関とのネットワーク体制の
強化

◇県内６地域における事業承
継⽀援モデルの構築

◇後継者候補等にベンチャー
型事業承継の知識の普及

◇承継意識の向上による第三
者承継をはじめとする承継
⽅法・相談窓口の認知度向
上

【事業概要】
新型コロナによる県内中小企業への影響を踏まえながら、国の支

援事業と連携して、地域主体の事業承継支援体制の強化や経営者
の承継意識の向上を図るとともに、後継者候補の人財育成等に取り
組み、県内中小企業の円滑な事業承継を促進する。

事業の内容（アウトプット）

１ 地域主体事業承継支援体制の強化（継続） 4,274千円

（１）地域事業承継サポートミーティングの実施
県内６地域で事業承継⽀援に係る情報・意⾒交換の場を

設置（年2回）し、地域主体の事業承継⽀援を推進する。
（２）地域主体事業承継⽀援モデルの構築

地域における⽀援スキル向上のため、事業承継⽀援モデ
ルを構築する。

２ ベンチャー型事業承継の普及（一部新規） 4,766千円

（１）ベンチャー型事業承継セミナーの実施
若手後継者候補等に対し、ベンチャー型事業承継を普及・

促進するセミナーを実施する。
（２）ワークショップの開催

ベンチャー型事業承継に関するワークショップを開催する
とともにビジネスプランコンテスト（R4のみ）を実施する。

３ 承継意識の向上（継続） 3,604千円

（１）第三者承継フォーラムの開催
県内中⼩企業や⽀援機関等に第三者承継を啓発するフォ

ーラムを開催する。
（２）新聞広告・テレビＣＭ等の実施

マスメディアと県広報媒体の活⽤により事業承継に取り
組む意識を喚起する。
４ 事業承継の円滑化支援（継続）

⻘森県事業承継ネットワークへの参画と事業承継税制及び
⾦融⽀援の認定等を実施

〈地方創⽣交付⾦〉

≪円滑な事業承継の促進：令和４年度の取組≫



＜マーケティング支援グループ＞

○中小企業等の地域資源（伝統工芸、農商工連携等）活用の促進

○中小企業等の販路開拓・拡大の支援（事業者育成）

〇神戸とのビジネス交流の推進【ベンチャー事業】



○ マーケティング支援Ｇのミッション

マーケティング支援（事業者育成）による産業振興

多様な仕事づくりと外貨獲得

製品・サービスの事業化

販売体制の構築地域資源：新しい価値発見

商品等企画力の向上 販路の開拓

ＥＣサイト・オンライン活用新商品・新サービスの開発

農商工連携
に係る取組支援

効果的な情報発信

食品製造業

クラフト製品
の開発支援

伝統工芸産業
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地域間競争を勝ち抜き、外貨を獲得していくためには、本県の強みを生かし、農林水産物をはじめとする優れた
地域資源を最大限に活用した新たな取組を促進していく必要があることから、豊富な地域資源を活用した新商品
開発及び販路開拓などの支援を通じて、「多様なしごとづくりと外貨獲得」につなげること。

○ マーケティング支援グループのミッション

地域資源
の

活用推進

販路拡大
の

支援

●あおもり商品展開力強化支援事業【政策・新規】
○セミナー（基礎的知識の習得）
○成果発表会（課題解決方法を広げる）
○専門家派遣
○地域資源利活用研究会（あおもり藍、発酵etc.）

●食品事業者等販路開拓支援事業【重点・新規】
○ＥＣサイト販売力強化支援
・ステップアップ支援
・テストマーケティング
○オフラインでのアプローチ向上支援
・展示会提案力アップデート支援
・首都圏展示会出展

●あおもりクラフト販売体制構築事業【重点・新規】
○あおもり・くらふとジム（ＧＹＭ）
・＜クラフトサポーター＞スキルアップ
・新商品開発会の開催
・あおもりクラフトショップ開催
・フォローアップ会議

○あおもりクラフト販売モデル構築

多様な仕事づくり
と外貨獲得

●伝統的工芸振興事業【経常・継続】
○工芸品振興
○(一財)伝統的工芸品産業振興協会
負担金

●伝統工芸士認定事業【経常・継続】
○工芸士認定
○工芸士ＰＲパンフレット

●神戸とつながり発展するビジネス
交流推進事業【ﾍﾞﾝﾁｬｰ 新規】
○ビジネス交流に向けたマッチング
・販路・OEM・加工等のﾆｰｽﾞ調査
○「意外と近いね」神戸・青森
キャンペーン
・情報発信企画
・交流ｲﾍﾞﾝﾄ
○絆を築く！ビジネス連携
チャレンジ
・ﾋﾞｼﾞﾈｽ連携企画の公募・
ﾌﾞﾗｯｼｭｱｯﾌﾟ
・ﾓﾃﾞﾙ事例ﾃｽﾄﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ
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○ 令和４年度当初予算（対前年比較：経費区分別）

【重点枠】 １９，８５１千円 【一般政策経費・経常経費】 ８，６６０千円

Ｒ３
現計

R４
当初

【一般政策経費・経常経費】７，７４０千円

＜地域資源＞＜伝統工芸＞

食品事業者等販路開拓支援事業
（R４～５、10,713千円）

・ＥＣサイトで（オンライン）での販売力強化支援
（ステップアップﾟ支援、テストマーケティング）

・オフラインでのアプローチ向上を支援
（アップデート支援、首都圏展示会出展）

＜販路開拓＞

農商工連携成長
産業化支援事業

（H29～33

5,208千円）
・農商工連携セミナー
・専門家派遣
・あおもり藍利活用推
進協議会及び分科会

「売り上手あお
もり」推進事業

（H31～33

1,508千円）
・個別指導
・商談力強化セミ

ナー

伝統工芸

経常経費
（1,053千円）

・工芸品及び
工芸士の指
定及び認定
事務

あおもり商品展開力強化支援事業
（R４～６ 6,493千円）

・地域資源活用セミナーの開催
・成果発表会の開催
・専門家の派遣

・地域資源利活用検討会（あおもり藍
利活用研究会及びワーキンググルー
プ）の運営

伝統工芸
経常経費

（1,247千円）
・工芸品及び
工芸士の指
定及び認定
事務

「選ばれる青森」食品事業者
スキルアップ支援事業
（R２～３、7,898千円）

・販売ﾁｬﾝﾈﾙ開拓事業者支援
（ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ研修、SMTS出展、
関西展示会出展）

・県外向け商品企画力向上
（個別指導、ﾃｽﾄﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ）

ライフスタイル商品・
工芸品展開事業

（R２～３、5,695千円）
・売る人財

（体制づくり、能力向
上、販路開拓）

・ギフトショー出展

ライフスタイル商品・
工芸品展開事業

（R２～３、6,258千円）
・ライフスタイルショッ

プと連携した事業者
育成

神戸とつながり発展する
ビジネス交流推進事業
（R４～５、14,865千円）

・ビジネス交流に向けたマッチング
・「意外と近いね」神戸・青森

キャンペーン
・絆を築く！ビジネス連携チャレンジ

あおもりクラフト 販売体制構築事業
（R４～５、11,795千円）

・「あおもりクラフトジム」の実施
（くらふとサポーター・スキルアップ、新商品開発会、

クラフトショップ開発：実店舗及びオンラインでの
テスト販売、フォローアップ会議）

・あおもりクラフト販売モデルの構築
（くらふとサポーター提案事業をジムでブラッシュ

アップして実施）

＜販路開拓＞

【重点枠】 ３７，３７３千円

＜販路開拓・地域資源＞
（庁内ベンチャー）

ECｻｲﾄ活用事業者支援
事業（R３、10,396千円）

・ECｻｲﾄ向けﾉｳﾊｳ習得支援
（基礎講座、成果発表会）

・ECｻｲﾄ活用支援
（ﾓｰﾙ型・ｾﾚｸﾄ型での
ﾃｽﾄ販売）

【2月補正枠】 １９０，７０３千円

ECサイトを活用した「ﾒｲﾄﾞ
ｲﾝあおもり」応援事業
（R３、180,307千円）

・専用の県産品販売サイ
トを構築し、次回から使
える30％ﾎﾟｲﾝﾄを還元
するｷｬﾝﾍﾟｰﾝ

＜地域資源＞

＜販路開拓＞ ＜消費喚起＞＜販路開拓＞ ＜農商工連携＞ ＜伝統工芸＞

＜地域資源＞＜販路開拓・地域資源＞

Ｇ員４名 → ６名へ増（庁内ベンチャー事業実施による）
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ライフスタイル商品・工芸品展開事業

≪地域資源の活用による産業振興 令和３年度の実績

- 5 -

１ 首都圏ライフスタイルショップと連携した事業者育成

○事業説明会

「新商品開発会」で完成された新商品については、東京都
新宿区のビームス ジャパン及び公式オンラインショップに
おいてテスト販売を実施

■開 催 ⽇／令和3年5⽉21⽇〜28⽇
■開催⽅法／動画視聴によるオンライン開催
■出 席／75名（県内事業者等）
■講 師／(株)ビームス 太⽥友梨⽒、⽊村育人⽒

ビームスジャパンと連携して、本県産のインテリア・ライフスタイル商品の新しい価値を提案できる事業者を育成することを目的とし
て実施。公募により選ばれた県内１３事業者が、(株)ビームスのバイヤーから助言を受けながら新商品の開発に取り組んだ。

【業務フロー】

事業説明会

商品開発会①（R3.6/28～29）

商品開発会③（R3.10/26～27）

テスト販売（R4.1/19～2/22）

商品開発会②（R3.8/31～9/1）

事業者公募（R3.5/7～6/4）

○商品開発会①〜③
１３事業者に対して、(株)ビームスのバイヤーが新商品の開発

や既存商品のブラッシュアップするために３回の個別指導を実施。
参加者は、アドバイスを受けながら、新商品を開発した。

○新商品テスト販売の実施

■期 間／令和4年1⽉19⽇〜2⽉22⽇
■場 所／ビームス ジャパン（東京都新宿区）

ビームス公式オンライン(令和3年12⽉20⽇〜)
■ｲﾍﾞﾝﾄ名 ＢＥＡＭＳ EYE on AOMORI
■販売実績 売上1,145,153円

組合せによりハート模様が浮かび上がるポップな八幡馬や
お家時間に最適なりんごの⽊の裂き織キットなど67種類を開発。

イベントビジュアル（⻘森ヒバ）

店舗の様子



ライフスタイル商品・工芸品展開事業
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２ あおもり工芸品販売体制構築

１ 個人製造者向けの支援

県内で製造されている工芸品について、県内の作り手の

販路開拓及び労働力不足の緩和を促進するため、作り手自

らが販路開拓までを行う従来のスタイルに加えて、「作る」

と「売る」の分業化による新たな販売体制を構築することと

し、「工芸品を売る人財」の育成に取り組んだ。

（１）「工芸品を売る人財」の体制づくり

◯マッチング会の開催

・参 加 者 作り手8者、工芸品を売る人財4者

・開催回数 1回（令和3年10月27日～29日）

・開催場所 各作り手の工房

・内 容 作り手と売る人財のマッチング機会を設定

（２）「工芸品を売る人財」の能力向上

○研修会及び個別指導の開催

・参 加 者 工芸品を売る人財4者（一部作り手も参加）

・開催回数 6回（令和3年7月7日、8月25日、9月28日、

11月22日、12月20日、令和4年2月25日）

・開催場所 オンライン・県庁会議室・各作り手の工房など

・内 容 作り手とのコミュニケーション方法や販路開拓

についてなど

（３）「工芸品を売る人財」の販路開拓

各作り手の販路開拓に係る課題を確認し、課題解決に向け

作り手・売り手がペアになり取り組む（R3年11月～R4年2月）

・内 容 商品開発
パッケージデザインの作成
販促物の作成
催事への出展
オンラインストアの整理
SNSでのプロモーション など

各工房でのマッチング会 個別指導

≪地域資源の活用による産業振興≫ 令和３年度の実績



ライフスタイル商品・工芸品展開事業
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２ あおもり工芸品販売体制構築

２ 小規模製造者向けの支援

国際見本市「東京インターナショナル・ギフト・ショー

春2022」の青森県ブースに県内工芸品事業者6者が出展し、

国内外のバイヤーをターゲットとして本県工芸品の価値と魅

力を発信した。

（１）出展前研修会の開催

・参 加 者 参加事業者全員

・開催回数 3回（令和3年8月25日、11月25日、12月22日）

・開催場所 青森市内、オンライン開催など

・内 容 商談の手法、ディスプレイ方法など

（２）ギフト・ショーへの出展

◯ギフト・ショー春2022の概要

会 期 令和4年2月8日～10日

会 場 東京ビッグサイト

来場者数 24518人

※LIFE×DESIGNのみ

◯青森県ブースの概要

出展商品 78商品

小 間 数 2小間

名刺交換 293者

（３）出展後個別指導の実施

・参 加 者 参加事業者全員

・開 催 日 令和4年2月24日、3月4日

・開催方法 オンライン開催

・内 容 出展後のフォローアップ

≪地域資源の活用による産業振興≫ 令和３年度の実績



現 状 分 析 と 課 題 事 業 内 容 （ ア ウ ト プ ッ ト ） 事 業 の 目 指 す 姿

取組１ 「あおもり・くらふとジム（ＧＹＭ）」 実施事業
【委託先︓⾸都圏ライフスタイルショップ】 10,895千円
(１)「くらふとサポーター」（「工芸品を売る人財」）スキルアップ

・あおもりクラフトショップでのテスト販売（取組１（３））と、取
組２の販売モデルの実践にあたり、ライフスタイルショップのバイ
ヤーによるアドバイスを実施。（３者３回）

(２)新商品開発会の開催
・新商品開発やブラッシュアップを⾏う県内事業者を選定し、バイ

ヤーから商品開発等に係るアドバイスを受けるとともに、自社商品
に関する情報発信手法についても学ぶ。（６者３回）

（くらふとサポーターも参加し、⽇本のトップバイヤーのアドバイ
ス手法等を学ぶ。）

(３)あおもりクラフトショップ開催（実店舗・オンラインテスト販売）
・⾸都圏ライフスタイルショップにおいて、くらふとサポーターが、

「あおもりクラフト」のポップアップストア（期間限定店）を事業
者の意⾒を聞きながらプロデュースするとともに、新商品開発会
（取組１（２））で誕生した商品をテスト販売。（２週間）

(４)フォローアップ会議
・テスト販売（取組１（３））等終了後、フォローアップ会議を開催

する。（9者1回）
取組２ あおもりクラフト販売モデル構築 900千円

予算額 １１,７９５千円あおもりクラフト販売体制構築事業費

・くらふとサポーターが、生活様式の多様化等に対応した県内工芸品等
の販売モデルを提案。

・取組１のくらふとジム（ＧＹＭ）において、バイヤーからのアドバイ
スを受けながら事業者と⼀緒に企画内容を磨き上げて実践する。（3者）

①工芸品の主な販路である百貨店の売上
が減少する⼀⽅、工芸品を取り扱うライ
フスタイルショップの売上が伸⻑。

・若者に訴求する情報発信の⽅法（製
品づくりを含む）について、ノウハウ
を保有している事業者が少ない。
・工芸品の販路拡⼤による県内事業者
の外貨獲得のためには、県内外で販売
する体制強化が必要であるが、「売る
人財」には実践的なノウハウが不⾜し
ている。

現 状 分 析

課 題

最 終 ア ウ ト カ ム

事 業 の ア ウ ト カ ム

◆「くらふとサポーター」に
よる販路開拓件数の増
（令和5年度までに６件）

③そのため、ライフスタイルショップ
と連携した事業者育成と、「作る」以
外のトータルサポートを⾏う「工芸品
を売る人財」の育成に取り組んだ。

②本県事業者には、地域資源の新たな
ターゲットとなっている若者に⽀持さ
れる商品を開発するノウハウが不⾜。
また、様々な販売チャネルや生活様式
の多様化に対応できる事業者が少ない。

○ 「作る」と「売る」の分業
化により製造者の生産性向上
と労働⼒不⾜が緩和される。

〇「くらふとサポーター」の
活動により、県内工芸品の販
路開拓が進む。

〇地域資源の新たな切り口に
よる商品開発できる事業者が
育成される。

〇組織的な事業活動が出来な
い製造者をサポートするネッ
トワークが形成され、持続可
能なあおもりクラフト販売体
制が構築される。

本県工芸品の販路拡⼤による産業振興を図るため、工芸品を販売する実
践⼒を⾝に付けた「くらふとサポーター」を育成するとともに、ライフス
タイルの多様化に対応した商品開発と人々の生活様式の変化に対応した製
品の効果的な情報発信ができる事業者を育成する。

≪地域資源の活用による産業振興≫ 令和４年度の取組
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伝統工芸品の指定及び伝統工芸士の認定

（１）伝統工芸品の指定

◯目的
青森県の歴史と風土に培われ、県民の生活の中で育み受け

継がれてきた工芸品を、青森県伝統工芸品として指定するこ
とにより、その声価を高め、工芸品の製造に携わる事業者等
の製造意欲の高揚及び工芸品産業の育成・振興を図る。

◯指定要件
１．主として、日常生活の用に供される工芸品であること。
２．その製造工程の主要部分が手工業的であること。
３．伝統的な技術又は技法により製造されるものであること。
４．原材料が伝統的に使用されてきたものであること。
５．当該工芸品が、概ね50年以上の歴史を有するものであ

ること。
◯指定件数

34工芸品74製造者（令和4年3月現在）
◯近年の指定状況

令和3年度 3新規品目の指定・7製造者の指定
・1製造者の解除

令和2年度 3製造者の指定・3製造者の解除
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（２）伝統工芸士の認定

◯目的
県指定伝統工芸品の製造に従事している技術者のうち、高

度の技術・技法を保持する者を県伝統工芸士と認定すること
により、社会的な評価を高めるとともに、従事意欲と技術の
向上を図り、伝統的技術又は技法の指導者として、工芸品の
振興、後継者の育成と伝統工芸品の次世代への継承に寄与す
る。

◯認定要件
１．青森県内に居住していること。
２．伝統工芸品の製造の実務経験が12年以上あり、かつ現在も

その製造に従事していること。
３．伝統工芸品の製造に関する高度の技術又は技法及び必要な

知識を有し、その維持又は発展に努めていること。
４．後継者育成に熱意のある人。
５．青森県伝統工芸士にふさわしい高潔な人格を有すること。
６．経済産業大臣認定の伝統工芸士でない人。
◯認定件数

68名（令和4年3月現在）
◯近年の指定状況

令和3年度 7名認定、4名解除
令和2年度 7名認定、3名解除

≪地域資源の活用による産業振興≫



基本理念

基本方針 《産業クラスター的手法による地域産業の振興》

ローカルテクノロジーを活用した農工の連携・融合等による新産業の創出・育成を通じ、本県の産業の
活性化、県土の均衡ある発展を図ります。

○地域の企業等が、大学、研究機関、支援機関等の関係機関と連携

○農作物の生産管理技術、グリーンエネルギーやバイオマス資源、機能性を追求した加工・製造等のシーズなどを活用

○新事業を創出・育成し、これらをクラスターとして形成

あおもり農工ベストミックス新産業創出構想 （平成18年３月策定）

戦略プロジェクト

① 新生産システム・グリーンエネルギー活用

型生産プロジェクト

農産物生育管理、新エネルギー、バイオマス資源の
多角的利用技術の開発・導入等による新たな生産シ
ステムの確立を目指す

② グリーンフード＆テクノロジープロジェクト

県産農林水産資源が有する生理機能を研究し、機
能性食品の商品化や省力・操作性に優れた農業機器
等の研究開発・企業化の取組の強化

③ 戦略的流通・販売システム活用プロジェクト

食産業や流通産業と連携した新事業の展開やweb

市場等を活用した販路開拓を促進
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≪地域資源の活用による産業振興≫



１ セミナーの開催

名 称 開催方法 内 容

あおもり藍利活用推進セミナー

（あおもり農商工連携推進セミナー）

令和4年3月7日 13:00～

3月18日 17:00

■講演
「新型コロナウイルス感染予防に有効性が期待されるあおもり藍エキス」

講師 東北医科薬科大学 教授 佐々木 健郎

■研究成果発表
「あおもり藍葉の腸炎に対する粘膜保護作用について」

発表者 弘前大学大学院 医学研究科
黒石病院 内科医長 浅利 享

「あおもり農商工連携推進プラン」（平成28年2月策定）に掲げる重点分野（バイオマス、植物工場、農業機器等、農商工連携による商品・
サービス）における業界の動向や先進事例等に関するセミナーの開催を通じて、農商工連携による事業化の促進につなげる。
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≪地域資源の活用による産業振興≫ 令和3年度の実績



≪地域資源の活用による産業振興≫  令和３年度の実績

県内で農薬不使用により栽培された
「あおもり藍」の持つ様々な機能性に着目し、
県内での幅広い利活用 による産業振興、
また、青森県発の地域資源として ブランド化
を推進することを目的として、研究会を開催
した。
開催回数：１回（３月）
参加者：研究者等有識者、

行政関係者 （経産局、青森市、県）

事業者名 主な出展商品

１

あおもり藍利活用研
究 会 「 農 業 ・ 水 産
ワ ー キ ン グ グ ル ー
プ」

令和３年５月１４日
（県庁西棟８階中会議室）
※農業・水産ワーキングメンバー参加

２
第５回あおもり藍利
活用研究会

令和４年３月１日
（県庁西棟８階中会議室）

３
あおもり藍利活用推
進セミナー

令和４年３月７日～１８日
※YouTubeを活用したオンライン

セミナーとして実施
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県内の農林漁業者や中小企業等の連携による新
商品開発や販路開拓等の取組を支援するため、知見
のある専門家を派遣した。

募 集 期 間：令和3年4月から募集開始
対 象：農商工連携の取組を行う、県内の企業・

個人、農林漁業者、上記２者を支援する
団体

派 遣 回 数：１事業者につき最大３回
派遣専門家：希望等を聞きながら、選定
費 用：原則無料
３年度実績 ：５者８回

事業者
派遣
回数

指導希望内容

空飛ぶごぼうPROJECT 3回
三沢市の特産品であるごぼうを活用した焼菓
子のラベルデザインに対する助言

なんぶ農園（株） 1回
南部町産達者米と県産肉を活用したわっぱ飯
の彩りに対する助言

Dreams SQUARE
（同）リトルプリンセス

2回
青森りんごを活用した食パンの機能性表示食
品届出に対するプロセス等アドバイス

あおもり藍産業協同組合 1回

青森県発の地域資源である「あおもり藍エキ
ス」の農業面における利活用検討に係る農業
用あおもり藍エキスに関する意見交換会への
アドバイス

（株）シュタインズ １回
自社にて栽培している野菜・加工品の販路開
拓、新商品開発、新たな加工場の検討

２ 農商工連携の取組に対する専門家派遣

３ あおもり藍利活用研究会



≪販路拡大に向けた支援≫ 令和３年度の実績

○「選ばれる青森」食品事業者スキルアップ支援事業

１ 販売チャネル開拓事業者支援事業

（１） 事前セミナー、個別研修の実施
県内事業者を対象として、販路開拓

の手法及び各種媒体の効果的な活用
方法等、提案力強化のためのセミナー
及び個別研修を実施。

（２） 展示商談会への出展支援
首都圏及び西日本で開催される大規模展示商談会「スーパー

マーケット・トレードショー２０２２」、「FABEX関西２０２１」に
「青森県ブース」を設置し、県内事業者の出展・商談を支援。

【スーパーマーケット・トレードショー２０２２】

○日時：令和４年2月16日(水）～18日（金）
10:00 ～17:00（最終日は16:00まで）

○会場：幕張メッセ（千葉市美浜区)
○来場者数：４２，８８５名
〇出展者数：２２者

【FABEX関西２０２１】

○日時：令和３年10月13日(水）～15日（金）
10:00 ～17:00

○会場：インテックス大阪(大阪市住之江区)
○来場者数：２４，１７８名
〇出展者数：３者

○「選ばれる青森」食品事業者スキルアップ支援事業

１ 販売チャネル開拓事業者支援事業

（１） 事前セミナー、個別研修の実施
県内事業者を対象として、販路開拓

の手法及び各種媒体の効果的な活用
方法等、提案力強化のためのセミナー
及び個別研修を実施。

（２） 展示商談会への出展支援
首都圏及び西日本で開催される大規模展示商談会「スーパー

マーケット・トレードショー２０２２」、「FABEX関西２０２１」に
「青森県ブース」を設置し、県内事業者の出展・商談を支援。

【スーパーマーケット・トレードショー２０２２】

○日時：令和４年2月16日(水）～18日（金）
10:00 ～17:00（最終日は16:00まで）

○会場：幕張メッセ（千葉市美浜区)
○来場者数：４２，８８５名
〇出展者数：２２者

【FABEX関西２０２１】

○日時：令和３年10月13日(水）～15日（金）
10:00 ～17:00

○会場：インテックス大阪(大阪市住之江区)
○来場者数：２４，１７８名
〇出展者数：３者
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（３）事後研修の実施
展示商談会開催後、商談成立のためのアピール方法等に

ついて出展者ごとに専門家によるアドバイスを実施。
（取得名刺の分析・活用、見込み客への対応方法等）

２ 県外向け商品企画力向上事業
首都圏・西日本向け商品開発に向けて、首都圏・西日本の

商品の傾向や流通動向を学ぶとともに、商品企画のノウハウ
を指導することにより、県内事業者の県外向け商品企画力を
向上させる。

○参加事業者数：５者
○商品企画相談会 （８月、１０月、１２月、２月）

各商品の量目や価格、デザインを県外向けに指導。

〇バイヤーヒアリング
首都圏の高質スーパー・セレクトショップ等バイヤーに
対し各商品についてヒアリングを実施。

〇テスト販売
売上実績：３者７０点 計３４，３３０円

（３）事後研修の実施
展示商談会開催後、商談成立のためのアピール方法等に

ついて出展者ごとに専門家によるアドバイスを実施。
（取得名刺の分析・活用、見込み客への対応方法等）

２ 県外向け商品企画力向上事業
首都圏・西日本向け商品開発に向けて、首都圏・西日本の

商品の傾向や流通動向を学ぶとともに、商品企画のノウハウ
を指導することにより、県内事業者の県外向け商品企画力を
向上させる。

○参加事業者数：５者
○商品企画相談会 （８月、１０月、１２月、２月）

各商品の量目や価格、デザインを県外向けに指導。

〇バイヤーヒアリング
首都圏の高質スーパー・セレクトショップ等バイヤーに
対し各商品についてヒアリングを実施。

〇テスト販売
売上実績：３者７０点 計３４，３３０円



２．ECサイト活用支援

（１）専門家による個別指導
ECサイト向けの商品開発や情報発信手法など、各事業者

の課題解決に向けて専門家による個別指導を実施。
○参加者：モール型7者、セレクト型13者

○開催回数：モール型4回、セレクト型4回
○開催場所：青森市内、オンライン

（２）複数のECサイトのおいてテストマーケティング
モールやセレクトショップのECサイト等においてテスト販売

を実施。
〇モール型

・テスト販売期間：令和3年11月7日～令和4年1月31日
・企画名：あおもり彩とりどりギフト
・売上実績：4者 11点 計40,470円

〇セレクト型
・テスト販売期間：令和3年12月20日～令和4年2月22日
・企画名：BEAMS EYE ON AOMORI

・売上実績：13者 363点 計914,998円

（３）テスト販売結果のフィードバック
テスト販売結果等を事業者にフィードバックする。

（４）ECサイトバイヤーによるアドバイス会議
テスト販売終了後、各ECサイトバイヤーを県へ招聘し、

アドバイス会議を開催する。

２．ECサイト活用支援

（１）専門家による個別指導
ECサイト向けの商品開発や情報発信手法など、各事業者

の課題解決に向けて専門家による個別指導を実施。
○参加者：モール型7者、セレクト型13者

○開催回数：モール型4回、セレクト型4回
○開催場所：青森市内、オンライン

（２）複数のECサイトのおいてテストマーケティング
モールやセレクトショップのECサイト等においてテスト販売

を実施。
〇モール型

・テスト販売期間：令和3年11月7日～令和4年1月31日
・企画名：あおもり彩とりどりギフト
・売上実績：4者 11点 計40,470円

〇セレクト型
・テスト販売期間：令和3年12月20日～令和4年2月22日
・企画名：BEAMS EYE ON AOMORI

・売上実績：13者 363点 計914,998円

（３）テスト販売結果のフィードバック
テスト販売結果等を事業者にフィードバックする。

（４）ECサイトバイヤーによるアドバイス会議
テスト販売終了後、各ECサイトバイヤーを県へ招聘し、

アドバイス会議を開催する。

≪販路拡大に向けた支援≫ 令和３年度の実績
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○ECサイト活用事業者支援事業
【目的】

新型コロナウイルス感染症の影響を乗り越えるため、現在
実施している食品分野に加え、非食品分野（クラフトや日用
雑貨等）のECサイト（電子商取引）を活用した販路開拓に取り
組む県内事業者のノウハウ取得を支援し、自社に適した販路
開拓を自ら行う事業者の育成に取り組む。

【事業概要】
１．ECサイト向けノウハウ取得支援
（１）事業説明会・講座の開催

県内事業者を対象として、ECサイト活用支援の事業説明会
及びECサイト向けの商品開発や販売先ECサイトの選定方法
等に関するセミナーを実施した。

○参加者：75名
○開催日：令和3年5月21日～28日
○開催方法：動画視聴によるオンライン開催

（２）成果発表会の開催

新商品開発やECサイトの活用を検討している県内事業者
を対象に、テスト販売に参加した県内事業者及び専門家に

よる成果発表を実施した。
○開催日：令和4年3月4日
○開催方法：Zoomを活用したオンライン開催

○ECサイト活用事業者支援事業
【目的】

新型コロナウイルス感染症の影響を乗り越えるため、現在
実施している食品分野に加え、非食品分野（クラフトや日用
雑貨等）のECサイト（電子商取引）を活用した販路開拓に取り
組む県内事業者のノウハウ取得を支援し、自社に適した販路
開拓を自ら行う事業者の育成に取り組む。

【事業概要】
１．ECサイト向けノウハウ取得支援
（１）事業説明会・講座の開催

県内事業者を対象として、ECサイト活用支援の事業説明会
及びECサイト向けの商品開発や販売先ECサイトの選定方法
等に関するセミナーを実施した。

○参加者：75名
○開催日：令和3年5月21日～28日
○開催方法：動画視聴によるオンライン開催

（２）成果発表会の開催

新商品開発やECサイトの活用を検討している県内事業者
を対象に、テスト販売に参加した県内事業者及び専門家に

よる成果発表を実施した。
○開催日：令和4年3月4日
○開催方法：Zoomを活用したオンライン開催



≪販路拡大に向けた支援≫ 令和３年度の実績
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〇ＥＣサイトを活用した「メイドインあおもり」応援事業
【目的】

新型コロナウイルス感染症の影響を受けて消費が冷え込む中、県内事業者を支援するため、ECサイトを活用して県内で
製造された商品を購入する際、購入者に一定の割引ポイントを付与する。

【事業概要】
①ポイント付与率等

販売価格の3割を購入したECサイトで活用できるポイントとして付与
②ポイントの総額 100,000千円

(総額333,333千円の3割)

③対象商品
県内で製造された商品・生産された生鮮品

・キャンペーン期間：令和3年7月30日～令和4年2月28日
・キャンペーンサイト：あおもり北彩館オンラインショップ
・販売商品数：132者522商品

＜内訳＞りんご55品、にんにく19品、農作物・果実21品、水産物82品、畜産25品、
惣菜・スープ12品、スイーツ71品、酒類66品、飲み物19品、ご当地グルメ17品、
工芸品98品、工業製品37品

・商品募集期間：令和3年6月末～令和4年2月末
・新規獲得会員数：11,907名
・売上実績：19,858品 66,608,540円

〇ＥＣサイトを活用した「メイドインあおもり」応援事業
【目的】

新型コロナウイルス感染症の影響を受けて消費が冷え込む中、県内事業者を支援するため、ECサイトを活用して県内で
製造された商品を購入する際、購入者に一定の割引ポイントを付与する。

【事業概要】
①ポイント付与率等

販売価格の3割を購入したECサイトで活用できるポイントとして付与
②ポイントの総額 100,000千円

(総額333,333千円の3割)

③対象商品
県内で製造された商品・生産された生鮮品

・キャンペーン期間：令和3年7月30日～令和4年2月28日
・キャンペーンサイト：あおもり北彩館オンラインショップ
・販売商品数：132者522商品

＜内訳＞りんご55品、にんにく19品、農作物・果実21品、水産物82品、畜産25品、
惣菜・スープ12品、スイーツ71品、酒類66品、飲み物19品、ご当地グルメ17品、
工芸品98品、工業製品37品

・商品募集期間：令和3年6月末～令和4年2月末
・新規獲得会員数：11,907名
・売上実績：19,858品 66,608,540円

販売商品の一部



現 状 分 析 と 課 題現 状 分 析 と 課 題 事 業 の 内 容 （ ア ウ ト プ ッ ト ）事 業 の 内 容 （ ア ウ ト プ ッ ト ） 事 業 の 目 指 す 姿事 業 の 目 指 す 姿

現 状 分 析

課 題

食品事業者等販路開拓支援事業費

取組２ オフラインでのアプローチ強化⽀援 4,097千円

予算額 10,713千円

最 終 ア ウ ト カ ム最 終 ア ウ ト カ ム

取組１ ＥＣサイト販売⼒強化⽀援 6,616千円

(１)ＥＣサイト販売⼒ステップアップ⽀援【委託】
ECサイト向けの販売⽅法、情報発信手法やSEO対策など、各事

業者の課題解決に向け、テストマーケティングの前後で専門家によ
る個別指導を実施する。（７者７回）

(２)ECサイトにおけるテストマーケティング【委託】
座学で学んだ内容の効果をはかり、自社での販売にフィードバッ

クするため、ECサイトでテスト販売を実施する。

(１) 展⽰会提案⼒アップデート⽀援
展⽰会での効果的な販促物(デジタルベース含む)の作り⽅や提

案⽅法等について、各事業者の課題解決に向けて、展⽰会の前後
で個別指導を実施する。（１４者３回）

(２)⾸都圏展⽰会出展【⼀部委託】
座学で学んだ内容の効果をはかりながら、業界のトレンドを吸

収するために、⾸都圏の展⽰会に⻘森県ブースとして出展する。

◆新型コロナウイルス感染症感染
拡⼤の影響による生活様式の変化
に伴い、ECサイトの市場規模拡⼤
など、消費者の購買形態に変化が
⾒られる。
◆コロナ禍での展⽰会出展におい
ては、コロナ前と⽐べ試食の中止
や紙ベースの販促物の受取を避け
るバイヤーが⾒られるなど、アプ
ローチを変える必要性が生じてい
る。

■ECサイトでの効果的な販売に係
るノウハウを保有しておらず、EC
サイトで販売しても継続的に売上
を上げることができない事業者が
多い。
■社会の変化に応じた展⽰会出展
のノウハウ(販促物のデジタル化
等)を保有しておらず、展⽰会にお
いて商談の機会を逃している事業
者が多い。

コロナ禍による経済・社会の変化（DXの進⾏、ECサイト市場の
拡⼤）に対応しきれていない県内食品事業者等が、必要な販路開拓
ツールを自発的かつ効果的に活⽤するためのノウハウの取得に取り
組む。

◆時勢に沿った効果的な販路
開拓を自発的に⾏う県内事
業者が育成される。

◆販路の拡⼤による県内事業
者の活性化

事 業 の ア ウ ト カ ム事 業 の ア ウ ト カ ム

◆オフラインでのアプローチ
強化⽀援参加事業者の商談
数(⾒積依頼) 280件/年度

≪販路拡大に向けた支援≫ 令和４年度の取組
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神戸とつながり発展するビジネス交流推進事業費神戸とつながり発展するビジネス交流推進事業費

【 現状分析 と 課題 】 【 事 業 内 容 】 （アウトプット） 【 事業の目指す姿 】

現状分析

〇 ビジネス交流の増加に

よる新たなビジネスモデ

ルの創出

〇 神戸・青森の企業間に

おける新たな人的ネット

ワークの形成

〇 FDA神戸・青森線にお

けるビジネス利用の増

加と県内企業による外

貨獲得の推進
課 題

取組３ 絆を築く！ビジネス連携チャレンジ （4,389千円)
（ビジネス交流による連携事例の創出）

最終アウトカム

事業のアウトカム

県内企業が神戸の企業と連携して取り組むビジネスプランを公募し、バ
イヤーによるブラッシュアップ等に取り組み、企業間連携によるビジネスモ
デルを構築する。

予算額 14,865千円

取組２ 「意外と近いね！」神戸・青森キャンペーン ( 6,367千円)
（ビジネス交流に向けた機運醸成）

ビジネス分野における具体的な連携事例の紹介や交流イベントの開
催を通じた情報発信に取り組み、機運の醸成を図る。
・各種情報誌やweb等を活用した情報発信
・神戸・青森交流イベントの開催（神戸市／１回）

庁内ベンチャー事業枠

【概要】
神戸と青森の企業間でのビジネス交流推進等を目的として、ビジネス

相互交流に向けたマッチング、情報発信・交流、ビジネスモデル事例の選
定やテストマーケティングを実施する。

〇 神戸市では、青森の郷土
料理を提供する飲食店や
青森りんごの専門店が開
店するなど本県認知度が
向上

〇 令和2年3月には、FDA神
戸－青森線が就航し、交
流人口が増加

〇 神戸市を起点とした西日
本エリアとのネットワーク
構築の素地が築かれ、ビ
ジネスチャンスが拡大

〇 神戸と青森の企業がビ
ジネス面で交流する機
会が必要。

〇ビジネス相互交流による
メリットの周知が必要。

〇 神戸と青森の企業が連
携したビジネスモデルの
創出が必要。

取組１ ビジネス交流に向けたマッチング （4,109千円) 
（ビジネス交流の推進）

（１）神戸・青森における企業ニーズ等の調査
神戸と青森の企業を対象として、ビジネス交流に向けた企業ニーズ

等を調査する。
（２）企業ニーズに応じたビジネスマッチング

企業ニーズの調査結果を踏まえて、企業間マッチング(web)や商工
団体等の交流等に取り組む。

（３）ビジネス交流推進会議の設置
庁内関係課等で構成するビジネス交流推進会議を設置し、連携体

制を構築する。（青森市内／２回）

神戸と青森の企業間

における人的ネット

ワークが形成され、県

内企業による外貨獲

得が進む。

≪神戸とのビジネス交流の促進≫ 令和４年度の取組
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